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【食料・農業・地域政策推進茨城県大会】
⚫ JAグループ茨城は、食料・農業・地域政策推進茨城県大会を開催し、自民党の森山裕
幹事長・上月良祐参議院議員・東野ひでき氏らを招き、食料安全保障に関する講演の
後、農業に関する緊急要望として、米国関税への対策・米価の適正価格の形成につい
てを要望した。

⚫ 森山幹事長は、「TPP主要国の一員として、各国とも貿易条件については約束をして
おり、米国とも同等の条件で既に合意をしている。そういった理由から農畜産物を対
象とした米国との個別関税交渉は行えないという認識。」と述べた。

【本県選出国会議員への緊急要望並びに全国大会について】
⚫ JAグループは、５月13日（火）に本県選出国会議員に対し、農業に関する緊急要望
書を手渡した。

⚫ 梶山弘志衆議院議員は、「米国との関税協議については、国内農業に影響が出ること
がないようにしたい。また、米価高騰については、流通には見えない米がある可能性
もある。需要と供給の実態を見極める必要があるが、消費を減らさない努力も必要」
と述べた。



TPP協定及び日米貿易の内容(重要５品目：米・牛肉・豚肉・乳製品・麦)
日米の合意内容 (参考)TPPの合意内容

米 米粒のほか、調整品を含めたコメ関係は全て除外 WTO枠とは別に、米国・豪州にSBS方式の国別枠を新たに設定

牛肉 ① TPPと同内容で9%まで関税を削減
② 米国向けに独立したセーフガードを設定(初年度24.2万t→15年目29.3万

t)
③ 令和5年度以降は、TPP11協定が修正されていれば、米国とTPP11発効

国からの輸入を含むTPP全体の発動基準に移行する方向で協議

① 38.5%の税率を段階的に引き下げ、16年目に9%
② 参加国全体に対するセーフガードを措置(初年度56万t→16年目73.8万t)

豚肉 ① 差額関税制度と分岐点価格を維持
② TPPと同内容で従量税を50円/Kgまで削減
③ TPPと同内容で従価格を撤廃
④ 従量税部分のセーフガードは、米国とTPP11発効国からの輸入を含む

TPP全体の発動基準数量とする

① 差額関税制度と分岐点価格(524円/Kg)を維持
② 従量税(482円/Kg)を段階的に引き下げ、10年目に50円/Kg
③ 従価税(4.3%)を段階的に引き下げ、10年目に撤廃
④ セーフガードを設置

バター・脱脂粉乳等 ① バター・脱脂粉乳等に対する新たな米国枠は設定しない
② 脱脂粉乳について、既存のWTO枠の枠内に、内数でたんぱく質含有量

35%以上の規格基準の輸入枠750tを設定

① バター・脱脂粉乳等に対するTPP枠を設定
 バター：39,341t→6年目45,898t(生乳換算)
 脱脂粉乳：20,659t→6年目24,102t(生乳換算) 等

脱脂粉乳と競合する可能性の高
いホエイ

① TPPと同内容でホエイの関税を撤廃し、4年目までは米国に独立したセー
フガードを設定し、5年目以降は米国とTPP11発効国からの輸入を含む
TPP全体の発動基準とする

 ※脱脂粉乳が国内で不足しているときや、脱脂粉乳の国内需
 要が低下していないときは、セーフガードを適用しない

① 長期の関税撤廃期間を確保し、セーフガードを措置
 ※脱脂粉乳が国内で不足している時や、脱脂粉乳の国内需要

が低下していないときは、セーフガードを適用しない

チーズ ① TPPと同内容で関税削減、撤廃 等 ① 関税削減、撤廃 等

小麦 ① TPPと同内容でマークアップを45%削減
② TPPと同内容の米国枠

① 国家貿易制度を維持し、枠外税率を維持
② 既存のWTO枠に加え、米国・豪州・カナダに国別枠を新設
③ 既存のWTO枠内のマークアップを9年目までに45%削減し、新設する国別

枠内のマークアップも同じ水準に設定。国別枠内に限り、主要5銘柄以外
の小麦を輸入する場合にはマークアップを9年目までに50%削減した水準
に設定

大麦 ① TPPと同内容でマークアップを45%削減
② 新たな米国枠は設けない

① 国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率を維持
② 既存のWTO枠に加え、TPP枠を新設。新設枠の数量は、9年目まで拡大
③ 既存のWTO枠内の輸入差益(マークアップ)を9年目までに45%削減し、新

設するTPP枠内のマークアップも同じ水準に設定
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